
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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津名町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数　：　景気低迷による市町村民税の所得割、法人税割（土砂採取業者の撤退）及び地価の下落による
　　　　　　　　　　固定資産税の減による。今後、歳出の削減と地方税の徴収強化に努める。
経常収支比率　：　景気低迷による市町村民税（所得割・法人税割）の減及び地価の下落による固定資産税の収
　　　　　　　　　　　入減に加え、歳出では福祉関係経費の増加のほか震災等の影響による公債費が増加（１６年
　　　　　　　　　　　度ピーク）している。このため今後、行財政改革の推進により経常経費の削減に努めていく。
起債制限比率　：　景気低迷による市町村民税（所得割・法人税割）の減及び地価の下落による固定資産税の収
　　　　　　　　　　　入減による標準税収入の減に加え、震災の影響による公債費の償還額
　　　　　　　　　　　　（１６年末残高3,033,640千円）、淡路広域水道企業団への出資（16年末4,371,099千円）の影響
　　　　　　　　　　　による。今後、事業の重要性、優先順位を十分に考慮し、新規地方債の発行を抑制する。
人口１人当たりの地方債残高　：　阪神淡路大震災に係る復興事業、淡路広域水道企業団への出資等により多額
　　　　　　　　　　　の地方債を発行しなければならなかったため類似団体中で最下位となっているが、今後、事業
の
　　　　　　　　　　　重要性、優先順位を十分に考慮し、新規地方債の発行を抑制する。
ラスパイレス指数　：　過去において大量採用の影響によって職員不補充の時期があり、年齢層の高い職員が多
　　　　　　　　　　　　　いためであって、今後勧奨等で退職者を募り、職員の不補充や民間への委託を図る。
人口1,000人当たりの職員数　：　新規採用を抑え、定員管理の適正化を図っており、類似団体並みとなってい
　　　　　　　　　　　る。合併による規模のスケールメリットを活かし、組織の再編を行い、より一層効率の良い行政
サ
　　　　　　　　　　　ービスに努め、定員管理を行っていく。


